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リプロダクティブヘルス／ライツ・プラットフォーム構築に関する政策提言 

～全ての人が教育・相談の機会を得られる社会の実現を目指して～ 

 

背景 

セクシュアル・リプロダクティブヘルス／ライツ（ SRHR（ Sexual and Reproductive Health and 

Rights）は、日本語では（ 性と生殖に関する健康と権利」などと訳される。これは 1994年の

国際人口開発会議において提唱された概念であり、特にリプロダクティブ・ライツについて

は人がよりよく生きる上で生まれながらに持つべき権利として、2015 年には持続可能な開

発目標（ SDGs（ Sustainable Development Goals）にも掲げられるなど国際的に注目が高まって

いるi。日本においては、1996 年、優生保護法から母体保護法へ名称が改められると共に、

中絶や不妊手術等の理由から優生思想に基づく規定が削除された。さらに、2000 年に策定

された男女共同参画基本計画においても SRHRについて明記1されたものの、後述の通り、そ

の後は政策や教育において世界に後れを取っているのが現状である。 

 

例えば、世界保健機関（ WHO）は、避妊や中絶手段についてはより体への負担が少ないとし

て経口中絶薬を推奨しており、世界 70カ国以上で認められているが、日本国内では未だ販

売承認されていない。避妊法に関しても、日本では未婚女性の避妊方法の最多が男性用コン

ドームで 90.4%（ 2015年）と最も使われている避妊法であるのに対して、低用量ピルの使用

率は低く 5.4％の使用率に留まる2。これは世界平均の低用量ピルの使用率が 19.2％、ヨー

ロッパ諸国では 40％前後であることと比較すると顕著である3。これらの背景として、日本

で低用量ピルを服用するためには医師の診断に基づく処方箋が必須であり、ピルへのアク

セスのハードルの高さに加えて4、性別を問わず、自身のからだに関して正しい知識や自己

決定権の意識を持つことの大切さが十分に浸透していないという点も指摘されている。 

 

これら SRHRについて正しく理解していくために重要だと考えられるのが、包括的な性教育

である。これは、生殖器官や妊娠についての知識の教育だけでなく、性交、避妊、ジェンダ

ー、人権、多様性、人間関係、性暴力の防止なども含めた性教育である。現在、日本におい

ても性犯罪（・性暴力対策の強化を打ち出した（ 性犯罪（・性暴力対策強化のための関係府省会

                                                      
i セクシャル・リプロダクティブヘルス/ライツという言葉は広く国際保健で市民権をえているものの、宗教・社会、文

化的背景の違いから「セクシャル」や「ライツ」の概念について国際的合意を得ることは難しく、SDGs のターゲット

には、「セクシャル・リプロダクティブ・ヘルスとリプロダクティブ・ライツ」と分けて記載されている（出典：国連

人口基金 駐日事務所. https://tokyo.unfpa.org/ja/news/「国際開発ジャーナル」4 月号-記事掲載） 
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議決定」の方針を踏まえ、文部科学省によって（ 生命（ いのち）の安全教育」が推進されて

いるが5、性交については含まれない等、包括的な内容とは言い難いのが現状である。その

ため、今後日本においても、包括的な性教育のグローバルスタンダードである国連教育科学

文化機関 UNESCO）の国際セクシュアリティ教育ガイダンスに沿った実施が望まれる。日

本医療政策機構女性の健康プロジェクトではこれまで、国際セクシュアリティ教育ガイダ

ンス等を参考にし、大学生を対象とした包括的健康教育を実施してきた。2019 年度に当該

包括的健康教育の効果検証を行ったが、そこからは 1）幼少期からの包括的健康教育の導入（・

充実と大学生への包括的健康教育の機会創出の必要性、2）包括的健康教育のコンテンツ、

および提供者・提供方法を工夫する必要性、3）学生を相談機関や医療機関へ繋ぐ仕組み作

りの必要性が示唆された6。 

 

以上を踏まえ、当機構女性の健康プロジェクトでは、これからの未来を担う若い人たちが

SRHR に関する正しい知識を得られ、また医療への受診や相談が気軽にできる社会の実現を

目指し、2021年より（ リプロダクティブヘルス／ライツ・プラットフォーム “Youth Terrace

 ユーステラス）”の構築」プロジェクトを立ち上げた。近年、緊急避妊薬の一般用医薬品

化への動きも高まる等、日本においても SRHRに関する社会的関心やその重要性も高まって

いる。まさに今、一人ひとりが人生においてより多様な選択肢を享受でき、よりよく生きら

れる社会が改めて求められている。このプラットフォーム事業をはじめ、これまでの長年の

女性の健康プロジェクトの活動で得られた知見を基に、日本におけるリプロダクティブヘ

ルス／ライツ・プラットフォームの在るべき姿に関する政策提言を策定した。 
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============================================================================= 

【エグゼクティブサマリー】 

視点 1： 日本における時代のニーズに応じた包括的性教育の教育機会の拡充と、社会全体の

SRHRに関する理解を促進する必要性 

 学校教育での性教育の内容を、国際セクシュアリティ教育ガイダンスの内容に沿

ったものに充実させる 

 学校教育で充実した包括的性教育を実施するために、教員養成課程の SRHRに関す

るカリキュラムと教員への研修機会を拡充する 

 教育機関と連携し家庭や地域住民を対象とした SRHRの研修機会を創出する 

 主たる相談機関となりうる医療機関において、より当事者の視点に立った医療サ

ービスの提供を目的として、医療者の養成課程での SRHRの教育機会を拡充させる。

さらに、医療従事者に対する卒後研修の機会も充実させる 

 

視点 2 誰もが生涯を通して SRHRに関する正しい情報を得られ、必要に応じて悩みを相談

できる場を拡充する必要性 

 就労後もライフステージに応じて SRHRに関する正しい知識が継続して得られ、必

要に応じて相談ができるサポート体制を充実させる 

 就労後の継続した SRHRのサポート体制を後押しするために、産業保健分野におけ

る SRHRに関する議論を促進させる。具体的には、企業が SRHRに関する相談窓口

の設置や研修等を実施することに対するインセンティブの必要性などが含まれる 

 公的機関からの SRHRの情報発信は、時代のニーズに合わせ、インターネット上の

メディアや SNS 等のツールを積極的に活用し、影響力の強いコンテンツと協働す

ることで SRHRの無関心層への啓発を強化する 

 

視点 3 SRHR の充実した性教育の実施、および、効果的な啓発活動や継続的な相談窓口の

設置を可能にする長期的な経済的支援の必要性 

 SRHR に関して充実した性教育の実施には、全国での性教育や研修機会の均てん化

が重要であり、性教育の実施実態や研修実施状況の把握を目的とした調査の実施

と、その結果に伴い明らかになった介入に対して継続的な予算の確保を行う 

 SRHR の啓発や相談窓口の設置において、より当事者のニーズに合ったサービス提

供可能にするためには、公的組織の運営だけではなく民間団体や企業内の活動を

拡充することが必要である。そのような官民連携活動を後押しすると同時に、それ

らに対する継続的な経済的支援を拡充させる 

================================================================================= 
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【提言本文】 

視点 1： 日本における時代のニーズに応じた包括的性教育の教育機会の拡充と、社会全体の

SRHRに関する理解を促進する必要性 

 

1-1 教育機関および教員養成課程での SRHR や包括的性教育の教育機会を拡充するととも

に、家庭や地域社会の SRHRに関する理解を促進することが必要である 

これまで日本の教育現場における性教育は、主に体育（・保健体育の教科で指導されてき

た。前述の通り、2020 年に関係府省会議で性犯罪・性暴力対策強化の方針が決定され

たことを受け、文部科学省では学校現場において性犯罪や性暴力の根絶に向けた教育（・

啓発の強化を目的とした（ 生命（ いのち）の安全教育」を推進している。これらの教育

や啓発により、現在、未就学児童から大学生までの幅広い教育機関でそれぞれの心やか

らだの発達段階に応じた性に関する指導がなされている。一方で、からだの器官や月経、

性感染症については教えるが、性交渉や避妊具の適切な使用方法は教えない等7，8、SRHR

を正しく理解する上で不可欠な内容の充実度に関しては、国連教育科学文化機関

 UNESCO）の国際セクシュアリティ教育ガイダンスに及ばないのが現状だ。また、実

際に指導にあたる幼稚園や小中学校の教員養成課程で SRHRや包括的な性教育を学ぶ機

会も保障されておらず、教育現場において本ガイダンスの内容を熟知した教員の不足

も課題の一つである。そのため今後、日本の義務教育課程での性教育や（ 生命（ いのち）

の安全教育」の内容を、包括的性教育のグローバルスタンダードである国際セクシャリ

ティ教育ガイダンスに沿ってさらに充実させていくことと、教員養成課程での SRHRや

包括的な性教育のカリキュラムの充実や教員への研修機会の実施が求められる。 

公立学校、私立学校ともにいわゆる はどめ規制」iiがあっても、各学校の判断におい

て包括的性教育を行うことは可能である。しかしながら、保護者や地域の理解が十分に

得られていないという課題があり、実際の現場では萎縮している部分があるのも実情

である9。実際に、文部科学省が 2005年 4月から 7月にかけて義務教育諸学校における

性教育の実態調査10を実施したが、保護者からの苦情や問い合わせが、都道府県教育委

員会に 22 件、市町村教育委員会に対して 68 件、直接学校に対して 539 件あった。公

立学校及び私立学校においてはその管理権限が異なることから、画一的な方法は存在

しないが、公立学校（・私立学校の双方において、はどめ規制を乗り越えた、包括的性教

育のあり方について学校長等と十分に議論し、実施していくことが望ましい。 

 

                                                      
ii（ 学習指導要領における はどめ規定」とは、 〜は取り扱わないものとする」 〜のみ取り扱うものとする」 〜深煎

りしないものとする」などといった文言で学習内容を限定した規定のこと。1998年版の学習指導要領 保健体育）等

で 妊娠の経過 性交）は取り扱わない」 中学 1年の保健体育科）、 人の受精に至る過程は取り扱わないものとす

る」 小学校の５年の理科）とする はどめ規定」が定められた。 
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なお、教育現場におけるこのような包括的性教育の実施に際しては、専門知識を有する

外部人材の活用についても取り組みもが進められている。東京都教育委員会では 2018

年 8月、公立中学校における性教育の実施状況調査の結果を公表した11。89%の学校が

 性に関する授業は、医師などの外部講師を活用することが効果的」と答えた一方で、

実際に外部講師を活用している学校は 23%だった。また、 性教育を行う際に、都教育

委員会などから医師などの外部講師を派遣してほしい」については約 8 割が そう思

う」と回答している。このような状況を鑑み、今後外部講師の積極的な登用と、それを

さらに促進するための方法について議論されることが望ましい。 

 

また、SRHR の健康課題に対する知識を身につけやその後の行動変容につなげるには、

家庭をはじめ地域社会も重要な役割を果たすため、家庭や地域社会に対する SRHRに関

する理解の促進も重要である。そのため、教育機関での学びや研修の対象を限定せず、

保護者や地域住民にも教育機会を拡大する必要がある。 

 

1-2 医療者の養成課程における SRHR に関する教育機会の拡充と、医療機関等の相談窓口

における SRHRへの理解の促進が必要である 

SRHR に関する体の悩みを相談する際に、その受け手側である相談機関 多くは医療機

関）や医療者の SRHRに関する知識の有無や態度は、相談する当事者への心理的負担に

大きく影響を与えるものであり、その後の相談行動に関連する重要な要素である。その

ため、相談機関では SRHRの基本的な考え方や概念を身につけることが必要であり、医

療サービスに関わる立場として必須の基本的なスキルである。また SRHRに関する相談

先は、産婦人科医や助産師にとどまらず、救急医療や一般内科、小児科等、幅広い診療

科内で想定される。一方で、現在の医師等の医療者の養成課程において、SRHR や包括

的な性教育の教育機会はほとんどなく、卒業後に SRHRについて学ぶ機会も限定されて

いるのが現状である。そのため今後、より当事者の視点に立った医療サービスの提供を

目的とした、医療者の養成課程での SRHRに関する教育機会の拡充や、医療機関等の相

談機関での SRHRについての研修機会の充実が求められる。 

 

視点 2  

誰もが生涯を通して SRHRに関する正しい情報を得られ、必要に応じて悩みを相談できる場

の拡充の必要性 

 

2-1： 若年者だけでなく、女性の就業率の高まりに合わせた、産業保健分野での SRHRに関す

る相談窓口や研修機会の拡充が必要である 

SRHR に関する正しい知識を持ち、行動する能力を身に着けることは、自身の健康を守
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り主体的にライフプランを描くうえで重要である。SRHR は全ての人が生涯を通して継

続的に関わるテーマであり、またライフステージごとに必要な知識やサポートも異な

る。前述の通り、義務教育や高等教育期間中には学校や家庭（・地域からのサポートを基

盤とすることが求められる。その後は SRHRに関する正しい知識や必要なサポートを受

ける機会が限られるが、近年の女性の就業率の高まりに合わせ、産業保健分野において

SRHR に関する健康課題に対応することも必要である。例えば、職場内での SRHR に関

する相談窓口の設置や管理職への研修等、産業保健の枠組みの中で SRHRに関する健康

課題への積極的な取り組みが求められる。また今後これらを後押しするために、厚生労

働省の女性活躍推進法に基づく企業認定（ えるぼし認定12」や、次世代育成支援対策推

進法に基づく企業認定 くるみん認定13」の要件に、女性の健康や SRHR に関する項目

を拡充し、産業保健分野での支援体制を強化することについての議論も期待される。な

お、当然ながら必ずしも全ての女性が就業状態にあるわけではないことを踏まえ、産業

保健分野における各種取り組みの充実に並行して、就業状態にない女性に対する機会

提供についても合わせて検討されることが必要である。 

 

2-2： メディアや SNSを活用し、SRHRに関心を持つ人だけでなく、持たない人へも積極的に

働きかけ、SRHRの正しい知識が得られる仕組みづくりが必要である 

一人ひとりが人生においてより多様な選択肢を享受でき、よりよく生きられる社会の

実現には、SRHR への関心の有無に関わらず、すべての人が SRHR の正しい知識を持つ

ことが重要である。2021 年に当機構が公表した 現代日本における子どもをもつこと

に関する世論調査」において、月経の対処法や妊孕性等の SRHRに関する知識の入手先

として、多くがインターネットの検索サイトを活用していると回答している14。そのた

め、SRHRに関する正しい情報提供には、インターネット上のメディアや SNS等の影響

力は大きく、今後もさらなる活用が不可欠である。前述の通り、社会全体の SRHRに関

する理解の促進が重要であり、SRHR に関心がある人だけでなく、関心を持たない人に

も積極的な働きかけや正しい情報が届く仕組みづくりが必要である。公的機関からの

情報発信では、こうしたツールの活用や、若者が多く視聴するようなコンテンツと連動

する等の情報発信の工夫がさらに必要である。 

 

視点 3  

SRHRを含め充実した性教育の実施、および、効果的な啓発活動や継続的な相談窓口の設置

を可能にする官民連携及びそれらに対する長期的な経済的支援の必要性 

 

3-1 中長期的に日本における性教育を充実させるための、継続的な資金確保が必要である 

前述の通り、義務教育課程でのグローバルスタンダードに準じた充実した性教育の実
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施や、当事者の視点に立った医療サービスの提供には、最新の知見に基づいた SRHRの

教育の実施や継続的な研修の実施が必要不可欠である。現状のように SRHRに高い関心

を持つ専門家や教育者の献身的な活動だけに頼るのではなく、国が主導し、全国での教

育や研修機会の均てん化が求められる。そのためには、まず現在の性教育の実施実態や

研修実施状況の把握が不可欠であり、その結果に応じて明らかになった介入策に対し

て公的機関からの継続的かつ十分な資金の確保が求められる。 

 

3-2 民間団体や企業内での効果的な啓発活動や相談窓口の設置を可能にするためには、継

続的な経済的支援の拡充が必要である 

現在、公的組織が主体となり SRHRに関する啓発や相談窓口の設置を行うケースもある

が、民間団体が主体となることで、SRHR に関する健康増進のためのソリューションを

含めた情報提供が可能になり、より当事者の視点や社会のニーズにあったサービスが

提供できる場合もある。一方で SRHRに関する効果的な情報提供活動や相談窓口の設置

には、広報や専門家の配置のための運営資金が必要であり、特に NGO/NPO等の民間団

体や、企業内の産業保健の一環で運営する場合、行政や公的機関等による長期的な経済

的支援が必要である。そのため今後さらに、官民連携を促進すると同時に、官民連携に

よる取り組みや民間団体の活動を後押しするための経済的な支援の拡充が求められる。 

 

 

～SRHRプラットフォームの社会実装から得られた知見とこれからの展望～ 

 

前述の通り、当機構女性の健康プロジェクトでは、日本における SRHRの推進を目的として、

2021年にリプロダクティブヘルス／ライツ・プラットフォーム “Youth Terrace（ ユーステラ

ス）”を構築した。 本プラットフォームでは、１）大学生等を対象とした包括的性教育の実

施、２）SRHRに関する情報提供・健康相談窓口の設置、３）調査・政策提言活動、を 3つ

の柱とし活動を行っている。日本では現在、SRHR に関する同様の機能をもつプラットフォ

ーム事業は他に類がない。本事業から得られた知見からまとめた我が国における SRHRのあ

り方に関する提言は上記の通りであるが、加えて今後類似のプラットフォームが多く出て

くることに期待し、プラットフォーム事業のあり方についても以下の通り提言する。この社

会実装から得られた知見を社会に広く共有することで、日本の SRHRのさらなる発展に貢献

したい。 

 

１）大学生等を対象とした包括的性教育の実施事業 

これまでに当機構の本プラットフォームでは、日本助産師会との連携のもと、国際セクシュ
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アリティ教育ガイダンスに基づいた性教育に関するワークショップiiiを修了した助産師によ

る包括的性教育の講義を行ってきた 対象 大学生等）。対面およびオンラインでの講義の

実施をしているため、助産師と全国各地の大学・大学院とのマッチングが可能になってい

る。終了後に実施したアンケートからは受講者の満足度の高さや知識の向上がみられ15、講

義の申込みも継続してあることから、日本での包括的性教育の実施ニーズの高さがうかが

える。社会のニーズに沿った質の高い包括的性教育を継続して実施していくためには、講義

を実施する助産師等への SRHRに関する最新の知見に基づいた継続的な研修の実施が必要で

ある。そのため、今後も日本助産師会等の関連団体や教育現場と連携をしながら、研修プロ

グラムを更新していくことが重要である。 

 

２）SRHRに関する情報提供・健康相談窓口の設置事業 

個々のライフステージに応じて SRHRに関する正しい知識が得られ、当事者にとって心理的

安心感を伴う相談の場の拡充を促進すべく、当機構本プラットフォーム事業では、SRHR に

関する正しい情報提供と、若年者向けの相談窓口（ ユースカフェ）を設置した。当該事業は

ユースアンバサー（ プラットフォーム開設にあたり、事前に募集した SRHRに関心の高い大

学生を協力者として認定）と協働して実施した。情報提供は主に SNSを活用し、ユースアン

バサダーからの情報発信も積極的に行った。相談窓口は前述のワークショップを修了した

助産師を相談対応者とし、対面およびオンラインで設置した。相談の利用は無料で、また平

日は毎日設置したものの、利用者数は全時期を通して低調で伸び悩んだ。これらのことや、

まだ日本において SRHRに関する相談窓口の認知度が低い社会背景から、情報提供や相談窓

口の設置場所の工夫が必要である。例えば、日常的に人々が集まる場所やその動線上に相談

窓口を設けることや、チャットボット等の匿名性が担保された SNS での相談窓口を設ける

ことにより、常設窓口に来場することへの心理的なバードルが低くなることなどが考えら

れる。情報提供や啓発の視点では、ユースアンバサダーによる SNSでの発信や SRHRに詳し

い専門家等によるオンラインセミナーも実施した。今後は、SRHR に関心が高い層だけでな

く、関心が低い層を巻き込んだ工夫が必要であり、例えば SRHRとは関連しないコミュニテ

ィーやイベントで啓発活動を行うことで、幅広い層への情報提供が可能になる。 

 

３）調査・政策提言活動事業 

当機構の女性の健康プロジェクトでは、2005年から女性の健康に関する政策提言を公表し、

それに伴う調査活動も実施してきた。本プラットフォーム事業はこうした調査活動から得

                                                      

iii（ 公益社団法人日本助産師会が（ 2016（年より実施している大学生向けの講義 種まきプロジェクト」、日本医療政策機

構が（ 2018（年に実施した 働く女性の健康増進調査（ 2018」調査結果、高等学校の保健体育の教授用参考資料も参照

し、国際的な健康教育の潮流に沿った形で日本の大学生に必要と考えられる包括的健康教育を提供するためのプログラ

ムを日本医療政策機構が独自に構築しワークショップを実施した。 
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られた結果を踏まえて構想（・実施に至ったものである。また、本プラットフォームにおいて

も、主に相談窓口の利用者を対象に利用前後の知識の変化や満足度等についてアンケート

調査を実施した。これは本事業を全国に広く展開していく際に必要な効果測定データとし

て重要である。今後の相談窓口の利用者数の増加に伴い、調査活動を拡大することが期待さ

れる。こうした調査や社会実装から得られた知見を基に、政策提言として社会に選択肢を提

示していくことが重要である。 
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日本医療政策機構について  

日本医療政策機構（ HGPI: Health and Global Policy Institute）は、2004年に設立された非営利、

独立、超党派の民間の医療政策シンクタンクです。市民主体の医療政策を実現すべく、中立

的なシンクタンクとして、幅広いステークホルダーを結集し、社会に政策の選択肢を提供し

てまいります。特定の政党、団体の立場にとらわれず、独立性を堅持し、フェアで健やかな

社会を実現するために、将来を見据えた幅広い観点から、新しいアイデアや価値観を提供し

ます。日本国内はもとより、世界に向けても有効な医療政策の選択肢を提示し、地球規模の

健康（・医療課題を解決すべく、これからも皆様とともに活動してまいります。当機構の活動

は国際的にも評価されており、米国ペンシルベニア大学のローダー・インスティテュート発

表の（ 世界のシンクタンクランキング報告書」における（ 国内医療政策」部門で世界 2位、

 国際保健政策」部門で世界 3位に選出されています 2021年 1月時点 最新データ））。 
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http://www.senshu-u.ac.jp/~off1009/PDF/nenpo48-8.pdf
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